
 

各      位 

 

特定子会社の

 当社は、平成24年２月22日付「事業の譲渡及び子会社の異動を伴う株式の譲渡に関する契約締結のお知らせ

ておりました、原田工業株式会社（以下、「原田工業」といいます。）に対する当社の特定子会社の異動を伴う出資持分の譲渡

について、このたび、当社の特定子会社であった

の通りお知らせいたします。 

 

 

 

１．異動する特定子会社の概要 

上海日安電子有限公司の概要 

① 商

② 本 店 所 在

③ 代 表 者 の 役 職 ・ 氏

④ 事 業 内

⑤ 資 本 金 の

⑥ 設 立 年 月

⑦ 出 資 者 及 び 出 資 持

⑧ 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態

 

純 資 産 （ 千 人 民 元

総 資 産 （ 千 人 民 元

売 上 高 （ 千 人 民 元

営 業 利 益 （ 千 人 民 元

経 常 利 益 （ 千 人 民 元

当 期 純 利 益 （ 千 人 民 元

※上記は単体の財務情報であります。 

 

 

 

 

 

 

 

   

会 社 名  日 本 ア ン テ ナ 株 式 会

代 表 者 名 代表取締役社

（大証ＪＡＳＤＡＱスタンダード・コード番号：６９３０）

問 合 せ 先 取締役管理本部

 TEL０３－３８９３－５２２１

特定子会社の異動を伴う出資持分譲渡に関するお知らせ

 

事業の譲渡及び子会社の異動を伴う株式の譲渡に関する契約締結のお知らせ

ておりました、原田工業株式会社（以下、「原田工業」といいます。）に対する当社の特定子会社の異動を伴う出資持分の譲渡

について、このたび、当社の特定子会社であった上海日安電子有限公司の出資持分を原田工業に

記 

  

商 号 上海日安電子有限公司 

本 店 所 在 地 中華人民共和国 上海市 

代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 董事長 永堀 稔 

事 業 内 容 自動車用アンテナ等の製造及び販売 

資 本 金 の 額 107,024千人民元 

設 立 年 月 日 平成15年４月11日 

出 資 持 分 原田工業株式会社 100％ 

会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

平成20年12月期 平成21年12月期 

純 資 産 （ 千 人 民 元 ） 103,484 114,481

総 資 産 （ 千 人 民 元 ） 156,188 166,286

売 上 高 （ 千 人 民 元 ） 230,987 187,809

営 業 利 益 （ 千 人 民 元 ） 7,957 10,618

経 常 利 益 （ 千 人 民 元 ） 4,045 11,092

当 期 純 利 益 （ 千 人 民 元 ） 3,923 10,996

   
平成24年５月９日 

日 本 ア ン テ ナ 株 式 会 社 

代表取締役社長  瀧澤 豊 

（大証ＪＡＳＤＡＱスタンダード・コード番号：６９３０） 

取締役管理本部長  清水 重三 

０３－３８９３－５２２１ 

譲渡に関するお知らせ 

事業の譲渡及び子会社の異動を伴う株式の譲渡に関する契約締結のお知らせ」にて公表し

ておりました、原田工業株式会社（以下、「原田工業」といいます。）に対する当社の特定子会社の異動を伴う出資持分の譲渡

原田工業に譲渡いたしましたので、下記

 平成22年12月期 

114,481 118,021 

166,286 164,545 

187,809 203,412 

10,618 5,058 

11,092 4,343 

10,996 3,540 



２．相手先（原田工業株式会社）の概要 

(１) 商 号 原田工業株式会社 

(２) 本 店 所 在 地 東京都品川区南大井六丁目26番2号 

(３) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長  原田 章二 

(４) 事 業 内 容 車載用アンテナおよび関連製品、無線・情報通信用アンテナの製造・販売 

(５) 資 本 金 の 額 2,019百万円 

(６) 設 立 年 月 日 昭和33年３月29日 

(７) 純 資 産 7,317百万円（連結、平成23年３月末） 

(８) 総 資 産 18,759百万円（連結、平成23年３月末） 

(９) 大株主及び持株比率 

株式会社エスジェーエス 

原田 修一 

原田 章二 

32.63％ 

15.18％ 

10.82％ 

 

３．譲渡出資持分及び譲渡前後の所有出資持分の状況 

 上海日安電子有限公司 

異 動 前 の 所 有 出 資 持 分 所有割合：100％ 

譲 渡 出 資 持 分 所有割合：100％ 

異 動 後 の 所 有 出 資 持 分 所有割合：－ 

 

４．異動の日 

  平成24年４月28日 

 

５．今後の見通し 

  本件が当社グループの業績に与える影響につきましては、確定次第、速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 


